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山田節夫
混合比モデルの社会科学への応用
-特許出願審査請求行動を事例として-
1.はじめに
経済学の分野においても,サバイバル分析(suⅣival analysis)などが頻繁に活用されるように
なり,期間データ(duration data)を取り扱う機会が非常に多くなった｡期間データは,時間軸の
任意の時点において,分析対象となる変数に関してある状態から他の状態への変化を記録したもの
である｡たとえば,女性の未婚という状態から既婚という状態への変化を記録した婚姻時点,労働
力人口の失業という状態から就業という状態-の変化を記録した就業時点,あるいは,特許出願の
末審査請求という状態から審査請求という状態への変化を記録した審査請求時点などは期間データ
の事例である｡
現実には,期間データの履歴が完結しているデータセットを作成することができるのは稀である｡
サンプル数のすべてがある状態から他の状態に移行したか否かを観測するには,相当程度過去に遡
及してサンプルデータを収集する必要が生じる｡そもそも,遡及しても履歴が完結しているデータ
を入手できない場合もある｡
しかし,分析者はサンプルデータのすべてがあるイベントを起こすまで待つ必要はない｡あるイ
ベントが発生する確率に規則性が存在すれば,たとえサンプル数の一部しかまだイベントを起こし
ていないとしても,そのイベントの時間分布,すなわち背後分布を推計することが可能になるはず
である｡一般に,サンプルの一部しかあるイベントを起こしていない不完全なデータは｢打ち切り
データ｣と呼ばれる｡そして, ｢打ち切りデータ｣の分析には,センサードモデル(censored
model)や切断モデル(tmncated model)が用いられる場合が多い｡
ところが,センサードモデルは全サンプルが,いずれは必ずあるイベントを起こすことが前提と
なっている推計モデルにすぎない｡女性の婚姻時点に関する打ち切りデータの場合,観測時点では
まだ未婚の女性も,必ずいつかは結婚するということが仮定されている｡失業者も,いつかは必ず
就職しなければならない｡しかし,現実には生涯独身という状態を維持する女性もいるだろうし,
労働市場から追出し永久に非就業という選択を行う人も存在するはずである｡また,特許出願の場
合には,すべての特許が審査請求されるわけではない｡すなわち,サンプルデータには,他の状態
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への移行というイベントを永遠に起こさないものが含まれている場合の方が一般的といえる｡こう
したセンサードモデルの問題点を克服した推計モデルに,混合比モデル(mixture ratio model)が
ある｡
本稿の目的は,工学の分野で考案された混合比モデルを紹介するとともに,その社会科学へ応用
を試みることにある｡本稿の構成は以下のようなものである｡
まず2.では混合比モデルの詳細を説明する｡ 3.では,センサードモデルと切断モデルとの尤度
による比較が直接可能で,打ち切りデータを統一的に取り扱うモデルとして優れているトランザー
ドモデル(Hirose (2005))を紹介する｡ 4.では,混合比モデルを適用する場合,非センサード
データのサンプル数に占める割合がモデルの推計精度を左右することをシミュレーションによって
明らかにする｡ 5.では,混合比モデルにおける最尤推定量の信頼区間と非センサードデータのサ
ンプル数に占める割合との関係を明らかにする｡ 6.-8.では,混合比モデルを特許審査請求行動
の問題に応用した事例を示す｡
2.混合比モデル
長期的にはイベントを起こすデータがサンプルデータ総数に占める割合は｢混合比｣と呼ばれる｡
Hirose (2005)によるトランザードモデル(trunsoredmodel)やMeeker (1987)によるLFP (lim-
ited failure population)モデルは,混合比が1以下のサンプルデータを取り扱えるモデルとして,
工学の分野で開発された推計モデルであり,混合比モデルとはこうした推計モデルの総称である｡
いま,あるイベントの発生する時点Tが正規分布に従っていると仮定し,あるイベントがtよ
り前(tを含む)に生じる確率を,
Pr(T≦t;0, 6)-F(i;0, 6) (1)
と表わそう｡ここで, F( )は正規分布の累積密度関数, CとCはその期待値と標準偏差を意味す
る｡観測されたサンプル数の一定割合しかあるイベントを起こさないとし,その割合をαで表わ
せば,あるイベントがtより前(tを含む)に生じる確率は,
Pr(T≦t;a, 0, 0)-αF(i;0, 6) (2)
となる｡ここで, αは混合比と呼ばれる｡
このような仮定のもとで,あるイベントがt時点に発生する確率と,観測時点t*(censoring
time)までにあるイベントが発生していない確率は,
Pr(T-tLt<t*;a, 0, 0)-af(i;0, 6)
Pr(T-t*Ia, 0, 6)-llaF(t*;0, 6)
(3)
(4)
と表わされる｡ここで, ∫( )は正規分布の密度関数を意味する｡以下では, ∫( )を背後分布と呼
ぶ｡ (3)式と(4)式から,背後分布と混合比を推計するための対数尤度関数は,
logLts -.fllogaf(i ;♂, 6)I(n-r)log(1-aF(t* ;0, 6) )
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表1　センサードモデルと混合比モデルの比較
パラメータ母集団の パラメータ ｩΨh6移ﾈﾘyNH8(6h8ｲ   
β1000 ♂500 α0.5 SsB繝R｢｣緜い｢      
(10.61)(16.63) 
760.82**494.90** 
(12.07)(10.89) 
0.505** 
(0.01) 
注)カッコ内はパラメータの標準偏差を意味する｡ **は5%
有意｡
と書かれる｡ここで, nはサンプル数, rは非センサードデータ数(uncensored observations)を
意味する｡
混合比が1以下であるにも関わらず,一般的なセンサードモデルを適用すると,推定量には大き
なバイアスが生じ,背後分布を正しく推計できない｡この点を実証するため,本稿では平均1000,
標準偏差500の正規分布から確率変数を生成させ,混合比を0.5,センサリングタイムが1403.209と
なる打ち切りデータを作成した｡より具体的には,まず,サンプル総数を10000個と仮定し,上記
の正規分布から5000個の乱数を生成させる｡生成させたデータを降順に並び替え, 4000番目までを
非センサードデータとみなし,サンプル総数の40%が非センサードデータとして確認されている状
況を想定する｡なお,こうした想定の下で,センサリングタイムは1403.209となった｡
表1は,以上のような方法で生成させたシミュレーションデータを用いて,通常のセンサードモ
デルと混合比モデル(5)式を推計した結果である｡推計の結果,センサードモデルも混合比モデ
ルも母集団のパラメータを有意に推計したが,真のパラメータからの乗離は,センサードモデルで
大きく,混合比モデルはほぼ正確に背後分布を推計していることがわかる｡このように,混合比が
1より小さいと考えられるデータにセンサードモデルを適用しても,背後分布は正しく推計されな
い｡
3.トランザードモデル,センサードモデル,切断モデル
Hirose (2005)によるトランザードモデルは,センサードモデルと切断モデルとの尤度による比
較が直接可能で,打ち切りデータを統一的に取り扱うモデルとして優れている｡一般に,打ち切り
データの分析にはセンサードモデルや切断モデルが用いられる｡サバイバル分析の代表的な教科書
である氾ein and Moeschberrger (2000)は,打ち切りデータの分析について,サンプル総数がわ
かっているときにはセンサードモデルを,そうでないときは切断モデルを適用すれば背後分布が推
計できるとしている｡
ところが,サンプルデータの総数がわかっていても,サンプルデータのすべてがあるイベントを
起こすとは限らない場合には,センサードモデルを利用することができない｡センサードモデルを
適用できるのは,混合比が1であることが事前にわかっているときだけである｡混合比が1のとき,
混合比モデルの対数尤度関数(5)式は,
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logLc-.fi.ogf(i ;0, 6)I(n-r)log(1-F(t･ ;0, 6)) (6)
となるので,混合比モデルの対数尤度関数は標準的なセンサードモデルの対数尤度関数に一致する｡
サンプル総数のすべてがあるイベントを起こさない可能性があり,混合比が1以下と考えられる
場合には,切断モデルの適用が望ましい｡標準的な切断モデルの対数尤度関数は,
logLt-∑logf(i ;0, 6)-rlogF(t* ;0, 6)
l= 1
(7)
と書かれる｡ただし,切断モデルは,非センサードデータのみを利用し,サンプル総数のすべての
情報は利用していない｡
混合比が1以下かどうかが事前にわからないときには,センサードモデルを適用した方が良いの
か,切断モデルを適用した方が良いのか検定する必要が生じる(広瀬(2006))｡ところが,セン
サードモデルは全サンプル数を用いるのに対して,切断モデルは非センサードデータしか用いない
ので,必然的に尤度は前者が小さくなる｡すなわち,尤度比検定を利用してどちらのモデルの適用
が望ましいかを判定することができない｡
しかし, Hirose (2005)は, αに制約を課さない混合比モデルを使えば,センサードモデルか切
断モデルかを直接尤度によって比較することが可能になることを示した｡それは,トランザードモ
デルの対数尤度関数を最大化する1階の条件は,切断モデルのそれと一致するからである｡以下で
は,この点を証明しよう｡
(5)式より,トランザードモデルの対数尤度関数を最大化する1階の条件は,
∂logLね_占∂logtαf(li ; 0, 6))旦二望- -∑
∂0　　,-1
当と±竺-∑
∂0　　.-1
∂β
∂logLね_占∂logtαf(ti;0, 6))
∂♂
∂logLb _占∂logtαf(ti ; 0, 6)i
±旦一二ヒ竺- - ∑
∂α　　i=1 ∂α
+(n-r)
+(n-r)
+(n-r)
Clog(1-aF(t* ;0, 6)I
∂β
Clog(llaF(t* ;0, 6))
∂♂
alog(1-aF(l* ;0, 6)i
∂α
となる｡ (10)式より,
aF(t';0, 0)-r/n
が成立する｡ (ll)式を(8)式と(9)式に代入して整理すれば,
∂logLb _占∂logf(i ;0, 6))
望一三竺- - ∑
∂0　　,-1
-∑
∂β
∂logLb _占∂logf(i ;0, 6))
r aF(t';0, 0)i
F(t';0, 6)　　　aO
r aF(t*;0, 6)i
∂6　,t!1　　∂C F(t* ;0, 6)　　　∂6
-0
-0
-0
-0
-0
(8)
(9)
(10)
(.ll)
(12)
(13)
(12)式と(13)式は,標準的な切断モデルの対数尤度関数(7)式をβとげについて最大化する
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1階の条件に一致する｡
4.非センサードデータ数と推計精度
すでに繰り返し指摘したように,打ち切りデータの分析で,サンプルデータの総数はわかってい
るが,すべてのサンプルがあるイベントを起こすとは限らず,永久にイベントを起こさないものが
サンプルに含まれている場合,混合比モデルの適用が望ましい｡しかし実際には,センサリング時
点(censoring time)までの時間距離が十分に長く,サンプルに非センサードデータが多く含まれ
ている場合もあれば,それが僅かな場合もある｡一般に,センサリング時点までの時間距離が長い
ほど非センサードデータの数は増大すると考えられる｡そして,非センサードデータ数が多いほど,
混合比モデルの推計精度は向上すると予想される｡
この点に着目したMeeker (1987)は,センサリング時点の選択が,混合比モデルの推計精度に
どのような影響をもたらすかを次のようなシミュレーションによって明らかにした｡
IC (Integrated Circuit) 4156ユニットの1370時間にわたる連続利用実験を実施したところ, 28ユ
ニットが0.1時間から593時間の問に故障した(表2参照)｡ Meeker (1987)は,これらのデータか
ら,恒久的に故障しないユニットの全サンプル数にしめる割合,すなわち混合比を推計した｡また,
センサリング時点を観測期間の1370時間から意図的に, 500時間, 100時間, 50時間に短縮させたと
きの,混合比や背後分布のパラメータに関する95%信頼区間を計算した｡その結果,センサリング
時点を短縮させるにつれ,信頼区間が拡大し,推定量の安定性が大きく損なわれることが明らかと
なった｡このことは,混合比モデルの推計において,十分な非センサードデータが確保されていな
ければならないことを示唆している｡
ただし,センサリング時点が短くとも,母集団の混合比が大きい場合には,多くの非センサード
データを確保できているはずであるし,逆に,センサリング時点が十分長くとも,母集団の混合比
が小さい場合には,十分な非センサードデータは確保されない｡すなわち,全サンプル数に占める
非センサードデータの割合は,センサリング時点と混合比の組み合わせに依存する｡先の(ll)式
より,センサリング時点と混合比の関係は,
a-(r/n)/F(t* ;0, 6)
と表わされる｡図1は,非センサードデータのサンプル数に占める割合を0.1-0.5としたときのセ
ンサリング時点と混合比の関係を表わしたものである｡なお,背後分布の平均を1000,標準偏差を
表2 1Cが故障するまでの時間
0.10　　　　0.10
0.80　　　　1.20
4.00　　　　6.00
20. 00　　　20. 00
48. 00　　　54. 00
168. 00　　　263. 00
0.15　　　　0.60　　　　0.80
2. 50　　　　3.00　　　　4.00
10.00　　　10.00　　　12. 50
43. 00　　　43. 00　　　48. 00
74. 00　　　84. 00　　　94. 00
593. 00
Meeker (1987)より引用｡
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図1　センサリング時点と混合比の関係
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500として計算した｡
たとえば,図1において,センサリング時点が1000で,非センサードデータのサンプル数に占め
る割合を30%確保するためには,母集団の混合比が60%となっている必要がある｡センサリング時
点を1000から800に短縮した場合,母集団の混合比が87%であれば,以前と同じ非センサードデー
タのサンプル数に占める割合30%を確保することができる｡
そこで,本稿では,センサリング時点ではなく,非センサードデータのサンプル数に占める割合
と混合比モデルの推計精度の関係に着目する｡
5.シミュレーション
ここでは,背後分布Ⅳ(♂-1000, ♂-500)からデータを生成させ,非センサードデータ数のサ
ンプル数に占める割合r/nの違いが,混合比モデルの推計結果にどのような影響をもたらすかを
観察する｡表3は,母集団の混合比を0.5-0.9としてデータを生成させ,非センサードデータ数の
サンプル数に占める割合r/nを0.05-0.5としたときの混合比モデルの混合比αに関する推計結果
を示したものである｡同様に表4は,期待値βに関する推計結果を,表5は標準偏差♂に関する
推計結果を示したものである｡また,図2-図4は,これらの推計結果をもとに,母集団のパラ
メータからの乗離率をグラフにしたものである｡
図2-図4より,混合比の禿離率は母集団における混合比αクの大きさに依存せず,主として非
センサードデータ数のサンプル数に占める割合r/nに依存していることがわかる｡そして,非セ
ンサードデータ数のサンプル数に占める割合r/nが300/oを下回ると乗離率は著しく拡大する｡同
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表3　混合比の推計結果
0. 50　　0.45　　0.40　　0. 35　　0.30　　0. 25　　0. 20　　0. 15　　0. 10　　0.05
0.50
0.60
α｡　　　0. 70
0.80
0.90
0. 500　　0. 498　　0. 505　　0. 493　　0. 484　　0. 490
(0.005) (0.007) (0.011) (0.016) (0.023) (0.038)
0. 607　　0. 614　　0. 638
(0.010) (0.015) (0.025)
0. 679　　0. 676　　0. 665
(0.016) (0.022) (0.029)
0.779　　0. 765　　0. 715
(0.026) (0.033) (0.036)
0. 906　　0. 979　　0. 987
(0.042) (0.065) (0.084)
0.625　　0. 616　　0. 648
(0.033) (0.045) (0.075)
0. 679　　0. 632　　0.662
(0.043) (0.050) (0.082)
0. 715　　0.764　　0. 731
(0.049) (0.079) (0.100)
0. 844　　0. 880　　0. 855
(0.075) (0.110) (0.141)
0. 441　0. 440　　0. 380　　0. 226
(0.046) (0.079)
0. 737　　0. 792
(0.145) (0.256)
0. 660　　0.526
(0.119) (0.117)
0.797　　0. 737
(0.174) (0.231)
1.008　1. 220
(0.276) (0.573)
(0.114) (0.115)
0. 664　　0. 457
(0.319) (0.393)
0.421　0.357
(0.139) (0.276)
1. 107　1.070
(0.834) (1.803)
0.911　0. 354
(0.573) (0.251)
荏) ( )内は標準誤差
表4　期待値の推計結果
0. 50　　0.45　　0.40　　0. 35　　0. 30　　0.25　　0. 20　　0. 15　　0. 10　　0.05
0.50
0.60
a.　　0. 70
0.80
0.90
994.2　　989.7　1000.7　984.0　　972.9　　979.3　　925.0　　925.7
(6.97) (10.59) (16.63) (22.58) (31.21) (45.91) (57.54) (90.43)
1014.0　1022.6　1047.8　1034.0　1025.2　1053.1 1119.1 1152.9
(13.70) (19.30) (27.84) (35.12) (45.73) (66.58)
986. 9　　983. 4　　974. 0　　986. 0　　947. 8　　970. 9
(17.79) (23.00) (29.06) (39.35) (46.25) (67.09)
972.8　　962.3　　924. 1　922.8　　957.0　　935.2
(23.14) (27.89) (31.03) (39.88) (56.84) (70.90)
997.1　1041.3　1046.5　964.2　　985.8　　972.3
(106.51) (163.87)
971.5　　871.5
(92.40) (105.55)
976. 2　　940.8
(106.51) (143.42)
1047.5　1128.9
863.8　　673. 3
(135.12) (197.02)
1077.3　935.7
(225.46) (360.89)
779. 3　　713.4
(141.61) (285.75)
1102.6　1084.7
(319.89) (650.66)
1004. 1　658. 8
(30.13) (41.44) (50.69) (50.32) (67.41) (84.57) (133.33) (216.84) (269.57) (270.82)
注) ( )内は標準誤差
表5　標準偏差の推計結果
0. 50　　0.45　　0.40　　0.35　　0.30　　0.25　　0. 20　　0. 15　　0. 10　　0.05
0.50
0.60
α｡　　0. 70
0.80
0.90
492. 4　　489. 0　　494. 9　　487. 0　　482. 4　　484. 7　　466. 5　　467. 2　　450. 2　　403. 0
(5.00) (8.13) (10.89) (12.98) (15.79) (20.22) (23.42) (32.10) (43.30) (59.67)
506. 5　　510.4　　521.0　　515.4　　511. 9　　521.0　　540.3　　548.8　　531.6　　502. 6
(9.00) (ll.10) (13.97) (16.07) (19.00) (24.50) (34.13) (46.84) (60.52) (90.10)
497.3　　495. 5　　491.7　　496. 2　　483.3　　490.4　　491. 5　　464. 3　　439.4　　421.3
(10.60) (12.37) (14.28) (17.40) (19.32) (24.95)
498. 1　494. 1　480. 1　479. 3　　490. 4　　483. 7
(12.01) (13.44) (14.26) (16.76) (21.32) (24.88)
507. 1　522.4　　524.3　　498.5　　505. 1　501.4
(13.71) (16.97) (19.44) (19.29) (23.64) (27.84)
(31.42) (34.99)
495. 5　　485.9
(33.36) (41.91)
521. 2　　539.9
(38.77) (55.84)
(43.94) (76.33)
522. 3　　517.4
(77.02) (140.50)
510. 9　　435.5
(67.66) (72.52)
港) ( )内は標準誤差
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図2　混合比の轟離率(%)
図3　期待値の轟離率(%)
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図4　標準偏差の轟離率(%)
じような傾向は,期待値や標準偏差においてもみられる｡このように,背後分布をⅣ(♂-1000, ♂
-500)としたシミュレーションにおいて,非センサードデータ数のサンプル数に占める割合r/n
が30%以上確保されないと,混合比モデルは適切に背後分布を推計しないことがわかる｡
次に,非センサードデータ数のサンプル数に占める割合r/nよって95%信頼区間がどのように
変化するのかを観察した｡次の関数は,自由度1のカイ自乗分布に従うことが知られている(Hirose
(2005), Meeker (1987))｡
Ats(盲) -2
Ats(育) -2
suplogLb(α, 0, 6) -SuplogLね(盲, 0, 0)
a,0,c a,6
suplogLね(α, 0, 6) -SuplogLts(α,育, 6)
α,♂,♂　　　　　　　　　　　　　　　　　α,♂
･b(育) -2 (as,TpologLb(α, 0, 6) -SaToPlogLb(α, 0, i) )
(14)
(15)
(16)
したがって,それぞれのパラメータの950/o信頼区間は, Ats(盲)<X20.95,1, )氏(育)<X20.95,1, AtS(7)
<xZo.95,1を満たす,首,育,盲として計算される｡ここで, X2,,レは自由度L/のカイ自乗分布における
γ分位点(quantile)を意味する｡
図5-図7は, α, 0, 6について,非センサードデータ数のサンプル数に占める割合r/nを0.25
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図5　αに関するLR95%信頼区間
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図6　βに関するLR95%信頼区間
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図7　crに関するLR95%信頼区間
450　　　460　　　470　　　480　　　490　　　500　　　510　　　520　　　530　g
と0.5とした場合の95%信頼区間を図示したものある｡図5-図7から明らかなように,非セン
サードデータ数のサンプル数に占める割合r/nが小さくなるにつれて, 950/0倍頼区間は拡大して
しまう｡
6.特許審査請求行動への応用
日本の現行特許法第48条の2は｢特許出願の審査は,その特許出願についての出願審査の請求を
まって行う｣と定めている｡日本の出願審査請求制度は,出願と審査を分離することで真に事業的
価値のあるものだけを実体審査の対象とし,審査効率の改善を意図して1971年に導入された｡出願
審査請求制度の下で,企業は特許出願のすべてを審査請求する必要はない｡この制度は,金融の世
界の｢オプション｣と性格が似ている｡すなわち,特許出願は一定期間内に審査請求を行う権利を
取得するという行為であり,この権利を行使するか否かは企業の特許戦略に任されている｡なお,
現行の特許法では審査請求可能期間は出願日より3年間と定められている｡
一般に,企業の発明の中には,時間が経過しなければその事業的価値が判明しないものが相当数
存在する｡さまざまな理由で出願人自身が排他的独占権の取得の必要性を識別するのに相当な時間
を要するなら,出願人に事業的価値を判別させるための時間的余裕を与える出願審査請求制度には
次のようなメリットがあると考えられている｡
第1は,特許審査にかかわるコストの節約を促すというメリットである｡米国のように,出願さ
れた発明のすべてが審査されるわけではなく,事業的価値が無いと企業によって判断されたものは
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｢取下げ｣となるので,その分出願人にとっても特許庁にとっても審査に要するコストが節約され
る｡
第2は,発明の不要な権利化を減少させ,特許制度に伴う独占の弊害を緩和するというメリット
である｡特許権の付与された技術を体現した製品の市場価格は,そうでない場合に比べて割高とな
るが,出願審査請求制度によって特許出願が取下げとなれば,その分市場価格の不要な高騰が抑制
される｡
第3は,取下げとなった特許出願は社会に公開されるだけで排他的独占権を持たないので, ｢特
許権者の利益を損なうことなく,同時に誰でも利用できる公知技術のプールを拡大する｣効果が期
待されるというメリットである｡もし,審査請求制度が存在しなければ,企業は出願の段階で特許
出願すべき発明を厳選してしまうと予想されるので,審査請求制度はより多くの発明を社会に公開
させる機能を担っていると考えられる｡排他的独占権を持たない発明の公開の増加は,技術知識の
スピルオーバー効果を強め,経済の生産性の向上に貢献する(Bemstein and Nadiri (1988), Goto
and Suzuki (1989), Johnson and Popp (2003)).
しかし,企業がすべての特許出願について事業的価値を判別するのに, 3年間という期間が必ず
しも十分であるとは限らない｡もし, 3年間では十分でないのなら,企業は審査請求にあたり次の
2種類の過誤を犯す可能性がある｡
第1は,事業的価値のない特許出願であるにもかかわらず,審査請求してしまうという過誤(第
1種の過誤)である｡本稿では,こうした特許出願を｢過誤審査請求特許｣と呼ぶ｡第2は,事業
的価値のある特許出願であるにも関わらず,取下げとしてしまう過誤(第2種の過誤)である｡本
稿では,こうした特許出願を｢過誤取下げ特許｣と呼ぶ｡
現実に審査請求された特許出願の中で｢過誤審査請求特許｣が多ければ,審査請求制度が本来持
っているメリットが十分に生かされていないことになるし, ｢過誤取下げ特許｣が多ければ,出願
人や企業に逸失利益が生じている可能性がある｡したがって,こうした｢過誤審査請求特許｣や
｢過誤取下げ特許｣の定量的規模の計測は, 3年という審査請求可能期間の妥当性を検討したり,
出願審査請求制度の有効性を評価したりするために,きわめて重要な情報をもたらすと思われる｡
そして,こうした｢過誤審査請求特許｣や｢過誤取下げ特許｣の計測には,混合比モデルの適用が
望ましい｡
7.推計モデル
審査請求数のデータは,審査請求期限が有限なので｢打ち切りデータ｣となり,特許出願数とい
うサンプル総数がわかっているので,センサードモデルの適用が望ましいように思われる(中村･
小田切(2007))｡しかし,すでに指摘したように,特許出願数というサンプルデータのすべてが,
審査請求というイベントを起こすわけではないので,企業の審査請求行動の分析に,標準的なセン
サードモデルを適用することはできない｡そこで,ここでは先に説明した混合比モデルを応用して,
企業の審査請求行動を分析する｡推計モデルの詳細は以下のようなものである｡
いま,審査請求期限を無限とし,ある特許出願の事業的価値が判明する時点T (出願から事業
的価値が判明するまでの時間距離)が,ある確率分布に従うと仮定する｡ここで,事業的価値の判
明する時点がtとなる確率を　Pr(T-ilo, 6)-I(i;0, 6)と表記する｡以下では,f(i;0, 0)
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を｢背後分布｣と呼ぶ｡時点よにおいて事業的価値の判明した特許出願を企業が審査請求する確率
をαfと書けば,ある特許出願の審査請求される時点がtとなる確率は,
Pr(T-ilo, 6)-atf(i;0, 6)/ atf(i ;0, 6)dt (17)
と表わされる｡もし, α`が時間を通して一定ならば審査請求時点が£となる確率は事業的価値の判
明する時点がtとなる確率に一致する｡以下ではαlを一定と仮定する｡このとき,ある特許出願
の生涯審査請求確率はα,生涯取下げ確率は1-αとなる｡
現実には審査請求期限と*(censoring time)が有限なので分析者は打ち切りデータしか観測でき
ない｡こうした有限の審査請求期限のもとで,まず,事業的価値の判明していない特許出願がすべ
て取下げられる場合を考えよう｡取下げられた特許出願の中には,審査請求期限が無限であったな
ら,事業的価値の存在が確認され審査請求されていたであろう｢過誤取下げ特許｣が含まれている｡
このような場合において,取下げとなった特許出願のすべてをセンサードデータ(censored data)
とみなし,これらのデータにt*の審査請求時点を刻めば,ある特許出願の審査請求時点がtとな
る確率とそれが取下げとなる確率は,
Pr(T-tlt<t*, 0, 6)-af(i;0, 6)
Pr(T-t*10, 0)-1-aF(t*;0, 6)
と表わされる｡ここで, F ( )は背後分布の累積密度関数を意味する｡特許出願数(サンプル数)
をnとすれば, (18)式と(19)式より背後分布とパラメータαを推計するための対数尤度関数が,
･nL* -善dilnaf(li;0, 6)I,il(1-di)ln(1-aF(t･ ;0, 6))　　　(20)
と書ける｡ここで, diはサンプルが非センサードデータ(uncensored observations)であるときは
1 ,右側センサードデータ(right censored observations)であるときは0となる離散変数を意味す
る｡ (20)式は,先の混合比モデルの対数尤度関数(5)式に一致する｡
ところが,現実には,企業はまだ事業的価値の判明していない特許出願を駆け込みで審査請求可
能期間内に審査請求している可能性がある｡企業は審査請求期限の近傍で事業的価値の判明してい
ない特許出願を審査請求している可能性があるので, t**を駆け込み審査請求が開始される時点と
すれば, t**からt*までの期間における非センサードデータはイレギュラーを含んでいる｡したが
って,センサリング時点をt*としてトランザードモデルを適用しても,背後分布は正しく推計さ
れない｡
ただし,審査請求期限t*の間際で駆け込みの審査請求が行われているなら,センサリング時点
をt*からt**に移すことにより非センサードデータに含まれるイレギュラーを除外できるので,推
計精度を大きく落とすことなく背後分布の推計が可能になるはずである｡そこで, t**を疑似セン
サリング時点(quasi一cmSoringtime)と呼び,次のような対数尤度関数を用いて背後分布とパラ
メータαを推計する｡
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･nL** -,flgilnaf(li ; e･ 6)･か1-gi).n (1-αF(t** ; 0, 6)) (21)
ここで, giはサンプルが非疑似センサードデータ(quasi-uncensored observations)であるとき
は1 ,右側疑似センサードデータ(right quasi-censored observations)であるときは0となる離散
変数を意味する｡ (21)式を用いて背後分布が推計されれば,ある特許出願がその事業的価値が判
明しないまま審査請求される確率は次のように計測される｡
審査請求期限t*までにある特許出願の事業的価値が判明しない確率は, S(t* ;0, 6)-1-F
(t*;0, 6)と表わされる｡ t*以降にしか事業的価値の判明しない特許出願の一部　rs(t* ;o)が
審査請求可能期間内に審査請求されているとしよう｡このとき,現実に観測される審査請求数γ*
は,
r*-α∑F(l* ;0)+γ∑S(t*;0)
‡= 1　　　　　　　　　　　　　　1= l
(22)
と表わされる｡ (22)式右辺第1項は,背後分布の推計から計算されるので, (22)式より事業的価
〟
値が判明しないまま審査請求される確率n11γ∑S(l* ;0)の計測が可能になる｡
L'=1
8.推計結果と含意
本稿では, (21)式の混合比モデルを用いて,審査請求期限までに事業的価値の判明する特許の
割合と,事業的価値が判明しないまま審査請求される特許の割合を計測する｡サンプルは,東証一
部上場の電気機械産業に属する大手企業31社が, 2004年に出願した特許データ59335件を用いた｡
また,出願日から審査請求日までの日数ベースで推計を行った｡
6.で指摘したように,審査請求期限t*の間際では,駆け込みで審査請求される特許が存在する
ので,センサリング時点をt*として推計すると背後分布は正しく推計されない｡そこで本稿では,
製薬メーカー2社,化学メーカー3社､電気メーカー2社の知財管理部に対してヒアリングを調査
を行った｡その結果,ほとんどの企業において｢出願から3年間で発明の事業的価値を判断するこ
とは困難であり､審査請求期限が満了する6ケ月程度前から発明の事業的価値を事業部門と打ち合
わせ,判断できない場合は保守的判断に基づいて審査請求を行っておくことにしている｣という回
答を得た｡そこで,企業の駆け込みによる審査請求は,審査請求期限が満了する6カ月程度前から
行われていると判断し,センサリング時点t*と疑似センサリング時点l**の間隔を基本的に6カ月
程度として推計を行った｡
表6は(21)式の対数尤度関数を最大化するパラメータを推計した結果である｡表6のGradients
は対数尤度関数の推定パラメータに関する1階の数値微分値を,推定されたパラメータを用いて評
価したものである｡センサードデータ数は18206であったが,駆け込み審査請求によるデータのイ
レギュラーを除外するため,センサリング時点を6カ月シフトバックさせた結果,疑似センサード
データ数は41750に増加した｡したがって,非疑似センサードデータ数は17585となるので,サンプ
ル数に占める割合は29.6%となる｡ 5のシミュレーションの結果から明らかなように,非センサー
ドデータのサンプル総数に占める割合は3割程度であるので,おおむね正しく背後分布を推計でき
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表6　混合比モデルの推計例
電気機器(31社)推計例 蒙裸GW&W&F柳ﾖVﾂtruncatedmodel    
CoefBcientStd.ErrorGradients d&6坊蹙7FB膰'&w&F坊蹠2     
a 緜c弔｣3STRﾓB        
♂ 涛Srr｢｣32紊ふB紊СﾓB957.34★★22.108.20E-08    
♂ 鉄3ゅ38ｨ｣b紊C2繝Rﾓ2538.31★★538.315.29E-08       
Loglikelihood 蔦S湯絣-122338.3    
totalsample 鉄3R17585   
rightq-Censwedsam♪le 鼎sS   
n'ghtcenswedsamble b    
荏) *は5%有意, **は10%有意を意味する｡
表7　駈け込み審査請求特許の計測
電気機械(31社)
[1]特許出願数(2004年度)
[2]生涯審査請求数
[3]生涯取り下げ数
[4] t軸までに観測された審査請求数
n　　　　　　　　　59335
γ★　　　　　　　　41126
♪　　　　　　　18209
r**　　　　　　　　17585
[5] t榊までにモデルが予測した審査請求数　　　　　　　　　　α ∑F(t軸;0, 6)　17584.995
[6] t*までに事業的価値の判明する特許出願の割合(対全特許　　∑ F(t*; 0, 0)/n 0.602
出願)
[7]事業的価値が判明しないまま審査請求される特許出願の割　γ∑S(t*;0, 6)/r'　　0.419
合(対全審査請求数)
るはずである｡
表6の推計結果によると,混合比は有意で0.669と推計された｡背後分布の期待値は957,標準偏
差は538でいずれも統計的な有意性が確認された｡また,表6には,非疑似センサードデータのみ
を利用した切断モデルの推計結果も示してある｡ 3.で証明したように混合比モデルと切断モデル
の推定値はほぼ一致した｡
表7は駆け込み審査請求数の推計を行ったものである｡ [4]の観測された非疑似センサード
データ数は, [5]のモデルが予想したそれとほぼ一致した｡審査請求期限までに事業的価値の判
明する特許の全特許出願数に占める割合は60.2%と推計された([6])｡したがって,発明の事業
的価値を判別させる時間的余裕として3年という期間は十分とはいえない｡その結果,事業的価値
が判明していないにも関わらず駆け込みで審査請求される特許が存在する｡計測によれば,事業的
価値が判明しないまま審査請求される特許の全審査請求数に占める割合は,およそ42%であった
([7])｡このような特許の中には,審査請求期間がもっと長ければ取下げられていたであろう特許
が含まれている｡
9.おわりに
本稿では工学の分野で考案された混合比モデルを紹介し,その社会科学への応用を試みた｡混合
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比モデルの推計制度は,非疑似センサードデータ数の全サンプル数の割合に依存し,それが30割程
度ないと背後分布を正確に推計できないことがシミュレーション分析によって明らかになった｡
また,特許審査請求行動にこの混合比モデルを応用し,事業的価値の判明しないまま審査請求さ
れている特許の割合を計測した｡計測の結果, 3年間という審査請求可能期間は,企業が特許出願
の事業的価値を見出す時間的余裕としては短すぎること,その結果,事業的価値の有無が判明しな
いまま審査請求される特許が全審査請求数の4割程度にも達していることなどが明らかとなり,日
本の審査請求制度を評価するうえで,重要な含意がもたられきた｡このように,混合比モデルは社
会科学においてもその応用範囲は著しく広いと言えよう｡
(付記)本稿は,平成19年度専修大学研究助成･研究課題｢日本におけるパテントストックの作成と分析｣に
よる成果の一部である｡
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